世界をつなぐ安全・安心な海へ

―海上保安に関する日米協調等の構築に関する調査―


1． 調査目的

本調査は、米国の海事セキュリティ政策、特に海上保安分野における国際協力・連携における政策の動向について調査・研究、情報収集・発信等を行い、同分野における日米の海上保安当局間の協調をより一層推進することにより、北太平洋及びアジア地域はもとよりグローバルな視点での海上保安に関する国際協力・連携政策の効果的な推進を図り、もって海事セキュリティの向上に資することを目的としている。
２．調査方法及び項目
（1） 調査方法

海上保安に関する業務、政策に精通した中堅幹部クラスの調査役を当機構在ワシントン研究室に派遣し、同室を拠点としてUSCGを中心とする関係機関等から情報収集・交換を行った。また、データ検索、文献資料収集・レビュー、海上保安に関する教育・訓練、セキュリティ関連施策の情報収集等、作業の一部は、在ワシントンに本社を置く米国民間調査機関ＡＴＳ Corporation社及びManelli Selter PLLC社へ委託して行った。

（２）調査項目
本年度の調査項目は次のとおり。

1． 海上保安分野における米国の国際協力の把握
2． ディープウォーター・ホライズン（DWH）事故への対応とインシデント・コマンド・システム（ICS）
3． 米国の海事セキュリティ対策
4． USCGの人事戦略

5． 日米海上保安セミナー

6． 日米協調について

３．調査研究の内容

ここでは、報告書にまとめた調査内容を要約して紹介する。
１）ＵＳＣＧにおける国際協力
第1部においては、USCGの国際戦略及びその基盤となっているアメリカの戦略文書等、また、発展途上国等への支援に係るシステム、関係機関、施策の発案から実施に至る具体的な手続きと近年の具体的な支援例を調査。
世界各国の海軍又は沿岸警備隊の多くはUSCGと同様、軍事、法執行、資源保護、人道的任務等を担っている。こうした意味ではUSCGは、世界各国の沿岸国と何らかの関係を築く潜在能力を持っていると言える。また、USCGは、軍事と非軍事的任務の双方を担っており、これらの任務を組み合わせることで、多様な手段と能力を持ち世界各国の海軍、沿岸警備隊や海事関係者に技術、人材育成などの支援を提供している。更に、海洋における米国及び海外の民間を含む組織や海上勢力の活動との調和により、これらの重要な橋渡しの役割を果たす事ができる。また、USCGは、他の米国機関との協力・連携を行うことにより、強力な政府としての方策を提供することができる。こうした協力・提携関係により、効果的な海洋ガバナンスの構築に役立っている。
２）メキシコ湾油流出事故（DWH）への対応と事故・指令・システム（ICS）
第2部においては、アメリカが国際的な支援をうけることとなったメキシコ湾油流出事故とその対応、さらにアメリカ国内での緊急事態対応システムを調査することにより、国際協調のみならず、震災後の日本における危機管理体制を検討する基礎となる調査を実施。

2010年4月20日午後、米国ルイジアナ州沖約45マイルで英国BPが運営していたマコンド252油井で、重大な噴出事故が起きて大噴火と火災が発生し、移動式海洋掘削装置（MODU）ディープウォーター・ホライズン（DWH）が沈没した。
この事故は、約1マイルの深海で大量の原油が流出する事故を引き起こしており、この原油流出事故への対応は、米国がこれまでに経験したことのない困難かつ複雑なものとなった。特にその深さに基づく手の届きにくさと高水圧という問題がDWH事故への対応をより難しくしていた。DWH事故は「国家的重大流出事案（SONS）」に指定された最初の事故であり、歴史上初めて国家的事故対応司令官（NIC）が置かれた事故でもあった（NICには、USCG長官タッド・アレン大将が任命された）。
３）海事セキュリティ対策

第3部において、本調査の最終目標となっている、海事セキュリティ対策に関して、最近のUSCGの活動内容、法執行等USCGの活動に関する権限、根拠、法構造、また、問題が深刻化しているソマリア沖の海賊対処についてのアメリカの現状を調査した。

海事セキュリティ対策、中でもアメリ
カにおける海賊対策を詳述している。
　　海賊行為は世界各地で報告されているが、中東、アジア、アフリカ、中南米の沿岸国に集中して発生している。中でも、中東アデン湾ソマリア沖での海賊行為が突出して多い状況となっている。このエリアで海賊行為の発生率が突出している理由は、次のようなソマリアの状況がその原因になっている。①ソマリアには1991年以来正式な政府が存在しない。②国民が極めて貧困である。③活発な犯罪分子がいる。
　現在、USCGは海外の対海賊作戦により多く参加するよう求められている。USCGは、軍とは異なり国防総省に所属しているのではなく、軍が法の執行に関与することを禁止している「民警団」の原則が適用されない。このため、USCGは、法執行機能を持つことが許されており、海賊行為に関与した船舶に対して乗船、捜索、押収、逮捕を含めた対海賊作戦を実行する事が認められている。
４）USCGの人事戦略

第4部において、国際協調のパートナーとしてのUSCGを深く理解するため、USCGの職員人員構成、教育、採用から退職に至る人事管理等の人事戦略に関して調査を行った。

USCGの人員は、5つのカテゴリーで校正されている。①現役士官、②現役下士官、③USCG予備隊、④USCG協力隊、⑤文民のカテゴリーである。
USCGには、制服組の現役および予備役部門に属する隊員だけで約50,000人が在籍している。また、7,000人を超える文民が現役および予備役の隊員とともに勤務するほか、約33,000人が協力隊員となっている。なお、USCG協力隊員は、USCGが指示する特定任務を遂行するボランティアであり、USCGは、感謝の意をもってこれらの任務を委ねている。上記5つの人員カテゴリーを構成する隊員が一丸となって、他の合衆国機関や国際的パートナーと強力な提携関係を形成し、アメリカ国境の防衛にあたっている。
５）　日米海上保安セミナー

今年度の調査においては、海上保安庁、USCGの全面的協力を得て、「日米海上保安セミナー」を海上保安庁長官、USCG太平洋方面司令のご臨席の下、横浜において実施、両機関の専門家、獨協大学竹田教授による「途上国支援の現状に関するプレゼンテーションを頂き、日米両機関の相互理解、意見交換の場とすることができた。その詳細は、本報告書第5部にまとめている。

本報告書の主たる目的である、海上保安分野における日米協調に関して、両国海上保安機関が行っている国際活動で、協調の可能性があるものの一つとして、途上国の海上保安機関支援がある。このテーマに関して昨年9月に海上保安庁及びUSCGの全面的協力を得て横浜において「日米海上保安セミナー：途上国海上保安能力向上支援分野における日米協力の可能性」と題したセミナーを開催した。
○プログラムは次のとおり。
開会の辞：春成　誠　(財)運輸政策究
機構　理事長
基調講演：竹田　いさみ　獨協大学教
授；「アジア地域における海上保安の
現状と支援ニーズ」

講演：遠山　純司　海上保安庁海上保
安機関支援業務調整官；「海上保安庁
によるアジア海上保安機関人材育成
支援の概要」

講演：内波　謙一　海上保安庁総務部
長；「海上保安庁の国際戦略」
　　講演：マンソン ブラウン：USCG太平洋方面司令；「USCGの国際協力戦略」

　　講演：K.D.フォースランド；USCG国際部海上保安能力向上支援官；「持続可能な海上保安能力向上策への挑戦」
　　閉会の辞：鈴木久泰；海上保安庁長官

　　６）日米協調について

　今回の調査にあたっては、アメリカ

側から非常に手厚い支援を頂いた。特

に横浜で開催したセミナーにおいては、
ブラウン中将にご臨席頂き、フォース

ランド支援官にも来日頂いた。また、

セミナー実施中においても、それぞれ

の講演を頂くのみならず、聴衆からの

質問に対して丁寧な回答を頂いている。

日本において一般に開放された場での

USCGの将官級や本庁幹部等を交えた意

見交換の機会は極めて稀であり、この

国際協力というテーマのセミナーを通

じて両機関の関係を一層深める事が出

来た。
　また、昨年3月の東日本大震災に当

たっては、オバマ大統領の在米大使館

訪問による記帳に機を合わせUSCG本

庁長官室に米国駐在の海上保安庁担当

者を呼び、USCG長官から海上保安庁長

官に宛てた弔意の親書を手交し、その

様子をUSCGホームページに公開した。

　その他にも、練習船「こじま」への

USCGアカデミー学生の乗船、学生の相

互訪問等、次世代職員の交流も積極的

に行われるようになっており、米側が
海上保安庁をパートナーと認め如何に

重視しているかが分かるものとなって

いる。そして、これらを通じて海上保

安分野における国際協力・連携におい

て両者の協調の機運はますます高まっ

てきている。

４．事業の成果、達成状況
本調査に当たっては「海上保安に関する国際協力・連携分野での日米協調等の構築に関する調査」を命題として、USCGの国際戦略と国際支援、緊急事態対応策、海事セキュリティ対策、人事戦略に関する調査を実施した。当該調査によって、USCGの国際協力を初めとする国際業務に関する戦略の概要を把握できるとともに、USCGのそれぞれの業務システムについて理解を深め、USCGとの協調を模索する上で非常に効果的なものとなった。
また、今年度の調査においては日米海上保安機関の意見交換の機会を設けることが大きな目標であったが、昨年9月横浜において日本の海上保安庁から長官、総務部長、国際協力担当幹部職員、米国側からUSCG太平洋方面司令、本庁国際協力担当幹部職員を招請し、途上国支援に関する日米協力の可能性を主題とした「日米海上保安セミナー」を開催することができた。これにより、日米双方の途上国支援の考え方や現状についての相互理解を推進する事が出来た。
これらを通じて、本調査は、日米両機関の国際協力についての調査のみならず、実際の協力推進への手がかりとなりうるものとなった。
今年度の調査においては、3年計画の2年目として、その事業目標を十分達成できたものであり、今後の調査結果と合わせて、世界を繋ぐ海に依存した我が国の安全・安心に寄与していくものと確信する。
報告書名：「世界をつなぐ安全・安心な海へ」―海上保安に関する日米協調等の構築に関する調査―」（資料番号230104）
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